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株主各位

証券コード　9059
2022年６月10日

株 主 各 位
東京都千代田区神田三崎町三丁目２番４号

代表取締役社長 原 島 藤 壽

１．日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都千代田区大手町一丁目４番１号

ＫＫＲホテル東京　11階　孔雀の間
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

●新型コロナウイルス感染予防のため、会場内は座席の間隔を十分にとった配置とさせていただいております。状況により
ましてはご入場の制限をせざるを得ない場合もございますので、予めご了承いただきたくお願い申しあげます。また、来
場される株主の皆様には必ずマスクの着用をお願い申しあげます。

●株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第109期 (2021年４月１日から2022年３月31日まで) 事業報告、連結計算書類ならびに
会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第109期 (2021年４月１日から2022年３月31日まで) 計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

剰余金の配当の件
定款一部変更の件
監査役１名選任の件
退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎本招集ご通知提供書面のうち「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第16条の規定

に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。
なお、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査した連結計算書類および計算書類に
は、本招集ご通知提供書面に記載のもののほか、この「連結注記表」および「個別注記表」として表示すべき事項も含
まれております。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ
ェブサイトに掲載させていただきます。

＜当社ウェブサイト　https://kanda-web.co.jp/＞

第109回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第109回定時株主総会を下記により開催いたしますのでご案内申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、事前に書面（郵送）またはインターネット等により議決権
をご行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、後述
のご案内に従って、2022年６月27日（月曜日）午後５時35分までに議決権を行使くださいま
すようお願い申しあげます。

敬　具
記
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげま
す。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

インターネットで議決権
を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送く
ださい。

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

行使期限 行使期限 日　時

2022年６月27日（月曜日）
午後５時35分入力完了分まで

2022年６月27日（月曜日）
午後５時35分到着分まで

2022年６月28日（火曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１・２・３・４号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

見本

※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いい
たします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

 0120-768-524
みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

（受付時間　年末年始を除く９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の配当の件
　剰余金の配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項
第109期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまし
て、以下のとおりといたしたいと存じます。

⑴　配当財産の種類
金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金16円といたしたいと存じます。また、この場合の配当総額は
172,205,568円となります。
なお、中間配当金として１株当たり16円をお支払いしておりますので、当期の年間配当金
は１株当たり32円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月29日といたします。

－ 4 －
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

（商号） （商号）

第１条 当会社は、カンダホールディングス株式会

社 と 称 し 、 英文 ではKanda Holdings 

Co.,Ltdと表示する。

第１条 当会社は、カンダホールディングス株式会

社 と 称 し 、 英文 ではKanda Holdings 

Co.,Ltd.と表示する。

第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定す
る改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度導入に
備えるための変更を行うとともに、併せてその他の文言の修正および追加等所要の変更を次の
とおり行うものであります。

⑴ 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めるこ
とが義務付けられることから、変更案第16条（電子提供措置等）第１項を新設するも
のであります。

⑵ 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交
付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定
することができるようにするため、変更案第16条（電子提供措置等）第２項を新設す
るものであります。

⑶ 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第16条（株主総会参考書類
等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するもの
であります。

⑷ 上記の新設および削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、
本附則は期日経過後に削除するものといたします。

⑸　その他文言の追加・削除、字句の統一等所要の変更を行うものであります。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 5 －
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

第２条～第10条 〈条文省略〉 第２条～第10条 〈現行どおり〉

（株式取扱規則） （株式取扱規則）

第11条 当会社の株式に関する取扱い及び手数料

は、法令または本定款のほか、取締役会に

おいて定める株式取扱規則による。

第11条 当会社の株式に関する取扱いおよび手数料

は、法令または本定款のほか、取締役会に

おいて定める株式取扱規則による。

第12条～第14条 〈条文省略〉 第12条～第14条 〈現行どおり〉

（招集者及び議長） （招集者および議長）

第15条 〈条文省略〉 第15条 〈現行どおり〉

（株主総会参考書類等インターネット開示とみなし

提供）

〈削除〉

第16条 当会社は株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類、事業報告、計算書類、及び連結

計算書類に記載又は表示すべき事項に係る

情報を、法務省令に定めるところに従いイ

ンターネットを利用する方法で開示するこ

とにより、株主に対して提供したものとみ

なすことができる。

〈新設〉 （電子提供措置等）

第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類の内容である情報について、電

子提供措置をとるものとする。

－ 6 －
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

２. 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち

法務省令で定めるものの全部または一部に

ついて、議決権の基準日までに書面交付請

求をした株主に対して交付する書面に記載

しないことができる。

第17条～第18条 〈条文省略〉 第17条～第18条 〈現行どおり〉

第4章　取締役及び取締役会 第4章　取締役および取締役会

第19条～第21条 〈条文省略〉 第19条～第21条 〈現行どおり〉

（代表取締役及び役付取締役） （代表取締役および役付取締役）

第22条 〈条文省略〉 第22条 〈現行どおり〉

（招集者及び議長） （招集者および議長）

第23条 〈条文省略〉 第23条 〈現行どおり〉

第24条～第27条 〈条文省略〉 第24条～第27条 〈現行どおり〉

（相談役及び顧問） （相談役および顧問）

第28条 〈条文省略〉 第28条 〈現行どおり〉

（報酬等） （報酬等）

第29条 当会社の取締役の報酬、賞与その他職務執

行の対価として当会社から受ける財産上の

利益は、株主総会の決議によって定める。

第29条 当会社の取締役の報酬、賞与その他職務執

行の対価として当会社から受ける財産上の

利益（以下、「報酬等」という。）は、株

主総会の決議によって定める。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

第30条 〈条文省略〉 第30条 〈現行どおり〉

第５章　監査役及び監査役会 第５章　監査役および監査役会

第31条～第39条 〈条文省略〉 第31条～第39条 〈現行どおり〉

（事業年度及び決算期） （事業年度および決算期）

第40条 〈条文省略〉 第40条 〈現行どおり〉

（剰余金の配当） （剰余金の配当）

第41条 当会社の剰余金の配当は、事業年度末日の

株主名簿及び実質株主名簿に記載または記

録された株主又は登録株式質権者に対し行

う。

第41条 当会社の剰余金の配当は、事業年度末日の

株主名簿に記載または記録された株主また

は登録株式質権者に対し行う。

（中間配当） （中間配当）

第42条 当会社は、取締役会の決議によって、毎年

９月30日の最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載または記録された株主又は登録

株式質権者に対し中間配当を行うことがで

きる。

第42条 当会社は、取締役会の決議によって、毎年

９月30日の最終の株主名簿に記載または

記録された株主または登録株式質権者に対

し中間配当を行うことができる。

（配当金の除斥期間） （配当金の除斥期間）

第43条 〈条文省略〉 第43条 〈現行どおり〉

２. 未払の剰余金の配当、中間配当又はその他

諸交付金には、利息をつけないものとす

る。

２. 未払の剰余金の配当、中間配当またはその

他諸交付金には、利息をつけないものとす

る。

－ 8 －
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

〈新設〉 （附則）

１. 現行定款第16条（株主総会参考書類等のインタ

ーネット開示とみなし提供）の削除および変更

案第16条（電子提供措置等）の新設は、会社法

の一部を改正する法律（令和元年法律第70号）

附則第１条ただし書きに規定する改正規定の施

行の日（以下、「施行日」という。）から効力

を生ずるものとする。

２. 前項の規定にかかわらず、施行日から６か月以

内の日を株主総会の日とする株主総会について

は、現行定款第16条はなお効力を有する。

３. 本附則は、施行日から６か月を経過した日また

は前項の株主総会の日から３か月を経過した日

のいずれか遅い日後にこれを削除する。
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監査役選任議案

ふ　　  り　  　が  　　な
氏　　　　　名

（生 年 月 日）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

※
おお

大
 

　
むろ

室
 

　
さち

幸
 

　
こ

子
(1980年４月25日生)

2004年10月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
森・濱田松本法律事務所入所

2018年１月 同法律事務所パートナー（現任）

〔重要な兼職の状況〕
森・濱田松本法律事務所パートナー

—　株

（監査役候補者とした理由）
候補者は、同氏の弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を、社外監査役として当社の監査体制強化
に生かしていただけるものと期待し、選任をお願いするものであります。なお、同氏は過去に直接会
社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法務にも精通し、また候補者は当社が定
める社外役員の独立性判断基準を満たしており、独立性の高い社外監査役としてその職を適切に遂行
していただけるものと判断し、社外監査役候補といたしました。

第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役太子堂厚子氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役１名の選任をお願
いするものであります。なお、その任期は当社定款の定めにより、前任者の任期の満了する時ま
でとなります。
　本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役の候補者は次のとおりであります。

（注）１. ※印は新任の社外監査役候補者であります。
２. 当社は、大室幸子氏および同氏が所属する法律事務所との間には特別の利害関係はありません。
３. 大室幸子氏が選任された場合には、当社は同氏との間で、会社法第423条第１項に関する損害賠償

責任に関し、定款第39条により法令が定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結す
る予定であります。

４．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し
ており、当該保険契約の概要は、事業報告の21頁に記載のとおりです。監査役候補者の選任が承
認されますと、当該保険契約の被保険者に含められることになります。また当該保険契約は次回更
新においても同内容での更新を予定しております。

5． 大室幸子氏の戸籍上の氏名は竹中幸子です。

－ 10 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/31 9:26:25 / 21825232_カンダホールディングス株式会社_招集通知

退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

氏　　　　名 略　　　　　　　　　　　歴

太 子 堂 厚 子 2015年６月　　当社社外監査役（現任）

第４号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
　監査役太子堂厚子氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、在任中の功労に報いる
ため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することといたし
たく存じます。
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、監査役の協議にご一任願いたいと存じま
す。
　退任監査役の略歴は次のとおりであります。

以上
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当連結会計年度の事業の状況

（2021年 4 月 1 日から）2022年 3 月31日まで

（提供書面）

事　業　報　告

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果
当連結会計年度（2021年４月１日～2022年３月31日、以下「当期」という。）におけるわ

が国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種が進み、経済社会活動に持ち直しの兆し
も見られましたが、新たな変異株による感染が拡大したことや、ウクライナ情勢の緊迫化に伴う
エネルギーや原材料価格の上昇等、予断を許さない状況が続きました。

このような経済環境の中、物流業界におきましては、国内外における貨物量は回復傾向である
ものの、原油価格の高騰による燃料価格の負担がさらに増加するなど依然として厳しい環境にあ
ります。

当社グループにおきましては、国内部門では食品・衛生用品・日用雑貨等の貨物量が引続き堅
調に推移しました。一方、国際部門におきましては、世界各地の経済活動制限により減少した国
際輸送需要が増加に転じる中で、航空便の減便、コンテナ不足、港湾混雑等による航空・海上貨
物輸送スペースの供給不足といった要因が加わり、特需的な需給の逼迫とそれに伴う運賃高騰の
状態が継続しました。

このような状況の下、引続き適正運賃の確保、社会的なインフラとしての意識を強くした営業
活動等により利益の向上に努めてまいりました。

以上の結果、当連結会計年度の営業収益は、47,645百万円（前期比8.2％増）となり、営業利
益は3,028百万円（前期比28.1％増）、経常利益は3,097百万円（前期比25.1％増）となりまし
た。また、当社グループにおいて固定資産の減損損失243百万円を計上し、親会社株主に帰属す
る当期純利益は1,948百万円（前期比29.8％増）となりました。

事業別の営業収益の状況は次のとおりです。

－ 12 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/31 9:26:25 / 21825232_カンダホールディングス株式会社_招集通知

当連結会計年度の事業の状況

事 業 別 営 業 収 益 構 成 比 前 期 比
百万円 ％ ％

貨 物 自 動 車 運 送 事 業 34,719 72.9 103.4

国 際 物 流 事 業 11,572 24.3 122.7

不 動 産 賃 貸 事 業 863 1.8 98.8

そ の 他 事 業 490 1.0 334.6

合 計 47,645 100 108.2

(注)営業収益には、事業間の内部収益および振替高を含んでおりません。

②　設備投資の状況
設備投資の総額は、1,136百万円であります。この主なものとして、建物及び構築物141百万

円、機械装置及び車輛運搬具515百万円、工具、器具及び備品411百万円、ソフトウエア44百
万円の設備投資をいたしました。

③　資金調達の状況
当連結会計年度中に、建設資金、その他の増資、社債発行費等による資金調達は行っておりま

せん。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
当社子会社の株式会社カンダコアテクノと株式会社レキストは、2021年７月１日を効力発生

日として、株式会社カンダコアテクノを存続会社とする吸収合併を行いました。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
当社は、物流専業者として必要な情報システム部門の維持・発展を企図し、2021年８月２日

に株式会社ソフトエイジの全株式を取得し、同社を完全子会社といたしました。
　また、2022年２月７日に新たな顧客の獲得と物流ネットワークの発展を企図し堀切運輸株式
会社の全株式を取得し、同社を完全子会社といたしました。
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直前３連結会計年度の財産および損益の状況

期　別
項　目

第106期
(2018年度)

第107期
(2019年度)

第108期
(2020年度)

第109期
(当連結会計年度)
(2021年度)

営 業 収 益（百万円） 43,670 43,736 44,035 47,645

経 常 利 益（百万円） 1,611 1,725 2,475 3,097
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益（百万円） 810 1,040 1,501 1,948

１株当たり当期純利益（円） 75.27 96.65 139.48 181.03

総 資 産（百万円） 39,487 39,562 40,831 41,247

純 資 産（百万円） 16,910 17,681 19,138 20,563

１株当たり純資産額（円） 1,566.44 1,639.26 1,776.82 1,909.08

⑵　直前３連結会計年度の財産および損益の状況

（注）１．過年度決算に関し、会計上の誤謬が判明したため第106期、第107期については、当該誤謬等の
訂正後の数値を記載しております。

２．収益認識に関する会計基準（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期
首から適用しており、当連結会計年度の財産および損益の状況については、当該会計基準等を適
用した後の数値を記載しております。
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重要な親会社および子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

カンダコーポレーション株式会社 100百万円 100.0％ 運 送 事 業

株 式 会 社 カ ン ダ コ ア テ ク ノ 80 100.0 運 送 事 業

カンダリテールサポート株式会社 80 100.0 運 送 事業・警備業

株式会社ペガサスグローバルエクスプレス 330 98.3
（100.0） 国 際 宅 配 便 事 業

株 式 会 社 モ リ コ ー 30 99.0 荷 物 梱 包 保 管 業

株 式 会 社 ロ ジ メ デ ィ カ ル 30 0.0
（100.0） 運 送 事 業

カ ン ダ 物 流 株 式 会 社 80 0.0
（100.0） 運 送 事 業

ニ ュ ー ス タ ー ラ イ ン 株 式 会 社 30 85.0
（100.0） 利用運送業（外航海運）

株 式 会 社 ジ ェ イ ピ ー エ ル 10 0.0
（100.0） 荷 物 梱 包 保 管 業

神 田 フ ァ イ ナ ン ス 株 式 会 社 20 100.0 リ ー ス 業

関 西 配 送 株 式 会 社 9 0.0
（100.0） 運 送 事 業

⑶　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況
該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）当社の議決権比率欄の（　）内は、間接所有を含めた割合であります。
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対処すべき課題、主要な事業内容

⑷　対処すべき課題
　 今後のわが国経済状況は、新型コロナウイルス感染症の新たな変異株による感染の発生や、
ウクライナ紛争等地政学的リスクの高まりやそれに伴うエネルギー・原材料単価の高騰等、景
気全般の下振れリスクもあり、予断を許さない状況が続くものと思われます。
当社グループは引続き、新規業務の獲得、グループ会社間の連携強化および収益構造の改善
に取組むほか、Ｍ＆Ａや物流現場に先端技術を導入していくことに積極的に取組んでまいりま
す。また、従業員の健康・感染予防等に十分注意しながら、全社一丸となって物流を止めない
という使命を果たしてまいります。
また、当社グループの取締役および使用人に対し、コンプライアンスに関する研修等を実施
し、当社グループにおける不正事件や不祥事の未然防止に取組んでまいります。
通期の業績予想につきましては、連結営業収益48,800百万円、連結営業利益3,100百万

円、連結経常利益3,150百万円、親会社株主に帰属する当期純利益2,080百万円を見込んでお
ります。
株主の皆様におかれましては、何卒今後とも変わらぬご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申
しあげます。

⑸　主要な事業内容（2022年３月31日現在）
当社グループは、当社および子会社で構成され、貨物自動車運送事業および国際物流事業、不

動産の賃貸を主な事業としております。

－ 16 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/31 9:26:25 / 21825232_カンダホールディングス株式会社_招集通知

主要な営業所

カンダホールディングス株式会社 （本社） 東京都千代田区
カンダコーポレーション株式会社 （本社） 東京都千代田区

東京都：辰巳営業所
埼玉県：岩槻営業所、熊谷営業所、三郷センター

久喜菖蒲センター、吉見センター
栃木県：足利中央営業所、小山協同センター
群馬県：北関東物流センター、邑楽営業所、太田営業所
千葉県：東金センター、八千代センター、野田センター
愛知県：小牧営業所
宮城県：南東北物流センター

株 式 会 社 カ ン ダ コ ア テ ク ノ （本社） 東京都千代田区
東京都：
埼玉県：

ロジテクノ営業所、江東営業所、浮間営業所
三郷営業所、加須営業所、久喜営業所

神奈川県：
岩手県：

座間営業所
花巻営業所

カンダリテールサポート株式会社 （本社） 東京都千代田区
東京都：
群馬県：

東京ＣＳセンター
北関東ＣＳセンター

愛知県：東海ＣＳセンター
大阪府：関西ＣＳセンター

株 式 会 社 ﾍﾟ ｶﾞ ｻ ｽ ｸﾞ ﾛ ｰ ﾊﾞ ﾙ ｴ ｸ ｽ ﾌﾟ ﾚ ｽ
株 式 会 社 モ リ コ ー

（本社）
（本社）

東京都江東区
大阪府東大阪市

株 式 会 社 ロ ジ メ デ ィ カ ル （本社） 埼玉県加須市
カ ン ダ 物 流 株 式 会 社 （本社） 群馬県邑楽郡邑楽町
ニ ュ ー ス タ ー ラ イ ン 株 式 会 社 （本社） 愛知県名古屋市
株 式 会 社 ジ ェ イ ピ ー エ ル （本社） 東京都文京区
関 西 配 送 株 式 会 社 （本社） 大阪府東大阪市
神 協 運 輸 株 式 会 社 （本社） 東京都北区
埼 玉 配 送 株 式 会 社 （本社） 埼玉県春日部市
株 式 会 社 名 岐 物 流 サ ー ビ ス （本社） 愛知県小牧市
ヤ マ ナ シ 流 通 株 式 会 社 （本社） 山梨県甲府市
株 式 会 社 ア サ ク ラ （本社） 埼玉県川口市

⑹　主要な営業所（2022年３月31日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
2,543（2,661）名 201名増（88名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
28（１）名 ５名減（０） 51.8歳 13.8年

⑺　使用人の状況（2022年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注） 使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員等の臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数
で記載しております。使用人数が前連結会計年度末と比べて増加しておりますのは、グループ会社2社
増加（㈱ソフトエイジ、堀切運輸㈱）、ネットスーパー等宅配業務の拡大およびドラッグストアー向け
等物流センターの新設に伴う増加であります。

②　当社の使用人の状況

（注） 使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しており
ます。当社の使用人数は、管理部門要員として事業会社からの出向者で構成されています。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,086百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 811

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 670

⑻　主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 38,000,000株
②　発行済株式の総数 11,654,360株
③　株主数 5,033名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 原 島 不 動 産 3,945千株 36.65％

カ ン ダ 従 業 員 持 株 会 576 5.35

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 409 3.80

カ ン ダ 共 栄 会 389 3.61

原 島 藤 壽 349 3.24

株 式 会 社 原 島 本 店 348 3.23

原 島 恭 子 327 3.03

高 橋 彰 子 223 2.07

三 菱 ふ そ う ト ラ ッ ク ・ バ ス 株 式 会 社 133 1.23

南 関 東 日 野 自 動 車 株 式 会 社 122 1.13

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2022年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１．当社は自己株式891千株を所有しておりますが、上記大株主から除いております。
２．持株比率は、自己株式を控除して算出しております。

⑵　新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
取 締 役 社 長
（代表取締役） 原 島 藤 壽 カンダコーポレーション㈱代表取締役社長

専 務 取 締 役 山 嵜 　 唯 営業本部長、カンダコーポレーション㈱専務取締役、㈱カ
ンダコアテクノ代表取締役社長

常 務 取 締 役 中 谷 　 智 営業副本部長、カンダコーポレーション㈱常務取締役

取 締 役 江 文 順 一
管理本部長、人事部長、品質安全管理室長、グループ会社
統括室長、㈱神田エンタープライズ代表取締役社長、カン
ダビズパートナー㈱代表取締役社長

取 締 役 加 藤 俊 彦 一橋大学大学院経営管理研究科教授

取 締 役 齊 藤 　 実 神奈川大学経済学部教授

常 勤 監 査 役 土 屋 ミ チ 子

監 査 役 真 下 芳 隆 ㈱すみれ代表取締役社長、丸伊運輸㈱社外監査役

監 査 役 太 子 堂 　 厚 　 子 森・濱田松本法律事務所パートナー
ＪＣＯＭ㈱社外監査役、ピジョン㈱社外監査役

⑶　会社役員の状況
①　取締役および監査役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 取締役加藤俊彦氏および取締役齊藤実氏は、社外取締役であります。
２. 監査役真下芳隆氏および監査役太子堂厚子氏は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役土屋ミチ子氏は、過去に当社の経理部に在籍し、㈱ペガサスグローバルエクスプレス

の取締役管理本部長に就任した経験があり、財務および会計、法務等管理部門全般に関する相当
程度の知見を有しております。

４. 当社は、社外取締役加藤俊彦氏、社外取締役齊藤実氏、社外監査役真下芳隆氏の３名を一般株主
と利益相反が生じるおそれがない独立役員として、㈱東京証券取引所に届出ております。

５. 当事業年度中の取締役、監査役の異動および重要な兼職の異動について
①専務取締役山嵜唯氏は、㈱レキストの代表取締役社長の兼職がありましたが、同社は2021年７
月１日を効力発生日とする当社子会社の㈱カンダコアテクノを存続会社とする吸収合併によって
消滅したため同兼職はなくなりました。
②2021年６月25日開催の第108回定時株主総会終結の時をもって社外取締役中田信哉氏が任期
満了により退任し、新たに齊藤実氏が社外取締役に選任され就任いたしました。

－ 20 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/31 9:26:25 / 21825232_カンダホールディングス株式会社_招集通知

会社役員の状況

②　責任限定契約の内容の概要
　当社は、非業務執行取締役（社外取締役含む）であります加藤俊彦氏、齊藤実氏の２名および
監査役であります土屋ミチ子氏、真下芳隆氏、太子堂厚子氏の３名との間において、会社法第
427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており
ます。

③　補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、当社および当社のすべての子会社の取締役および監査役の全員を被保険者とする会社
法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を、保険会社との間で締結しておりま
す。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みま
す。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等
が補填されることとなります。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員
自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないよう
に措置を講じています。保険料は全額当会社が負担します。

⑤　取締役および監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針
　当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定方針を決議しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
ａ．基本報酬および退職慰労金等の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位及び在任年数と当社従業員給与水準も考慮しな
がら、総合的に勘案して決定するものとする。
　また基本報酬とは別に、株主総会決議で承認されることを条件に、在任中の功労に報い
るため、役位毎に年間ポイントを設定し、取締役を退任する当該月までの期間、毎月一定
額の退職慰労金を引当て、取締役退任後に退職慰労金を支払うこととする。
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ｂ．業績連動報酬の決定に関する方針
　業績連動報酬は、事業年度終了後に直前事業年度の連結業績等に応じ、毎年算定を行
い、月例報酬として支払う。
　業績連動報酬の個人別の報酬額については、基本報酬額の一定比率を標準値（1.0）と
し、連結業績の結果（営業収益の伸び率、当期純利益金額、売上高経常利益率）のポイン
トおよびグループ会社の代表を兼務している取締役は、担当する当該事業会社の業績結果
（営業収益の伸び率、売上高経常利益率、経常利益の伸び率）のポイントを合計したポイ
ントに応じ、1.5倍～0.5倍の範囲で評価を行う。（基本報酬は役位による差があるが、業
績連動報酬の役位による評価の違いは無い）
ｃ．取締役の個人別の報酬等の支給・付与の時期や条件の決定方針
（条件の決定に関する方針）
　取締役の個人別の報酬額についての決定、退職慰労金贈呈の株主総会への議案提出、退
職慰労金額についての決定は、取締役会決議によるものとする。
　個人別の報酬等の改定議案の作成については、指標となる基礎データをグループ会社統
括室にて纏め、管理本部長が議案書として作成し、議案書は独立社外取締役２名と代表取
締役社長および管理本部長で構成する『人事諮問委員会』に諮問し、独立社外取締役の助
言・提言を踏まえた後、取締役会にて審議し、決定とする。
　退職慰労金贈呈の有無および贈呈に向けた総会への議案提出については、管理本部長に
て議案書を作成し、人事諮問委員会に諮問後、取締役会にて審議し決定する。株主総会に
て贈呈の可否について決議を得た後、取締役会において、社内における一定の基準に従
い、社会情勢や貢献度などを踏まえ、金額および支払い時期について決議する。
（報酬を与える時期に関する方針）
　取締役の個人別の報酬のうち基本報酬及び業績連動報酬については、取締役会にて決議
した年額報酬を12か月の均等割りをして、月単位での報酬金額を算出し、毎月定額を支
払う。辞任をした場合は、当該月までを支払う。
　取締役の個人別の退職慰労金については、株主総会にて贈呈の可否について決議を得た
後、取締役会の決議に基づき、原則として退任後に一括で支給する。
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区　　分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

業績連動
報酬等

退職慰労引
当金繰入額

取　締　役
（うち社外取締役）

97
(9)

55
(8)

32
(－)

8
(0)

7
(3)

監査役
（うち社外監査役）

20
(9)

18
(8)

－
(－)

1
(0)

3
(2)

合　　　計
（うち社外役員）

117
(18)

74
(17)

32
(－)

10
(1)

10
(5)

ｄ．上記の他報酬等の内容についての決定に関する重要事項
　取締役の個人別の報酬の減額を行う場合は、該当する取締役からの報酬の返納要請に従
い、個人別の報酬決定と同様に、管理本部長にて議案書を作成して人事諮問委員会に諮問
した後、取締役会決議にて決議する。取締役会にて承認を得た翌月より返納する金額を差
し引いた額を支払う。なお、返納された金額は次年度の役員報酬の算出においては数値に
含めないものとする。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 上表には、2021年６月25日開催の第108回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名
を含んでおります。

２. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３. 業績連動報酬は、業績に連動させてインセンティブを付与するため、毎年算定を行い、月例報酬
として支払っております。業績連動報酬の個人別の報酬額については、基本報酬額の一定比率を
標準値（1.0）とし、連結業績の結果（営業収益の伸び率、当期純利益金額、売上高経常利益率）
のポイントおよびグループ会社の代表を兼務している取締役は、担当する当該事業会社の業績結
果（営業収益の伸び率、売上高経常利益率、経常利益の伸び率）のポイントを合計したポイント
に応じ、1.5倍～0.5倍の範囲で評価を行っております。基本報酬は役位による差がありますが、
業績連動報酬の役位による評価の違いは無く、当事業年度は1.2倍の実績でした。評価結果は取締
役会において、基準に則り算定されていることを確認のうえ承認されております。

４. 取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第93回定時株主総会において年額240百万円以
内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）と決議いただいております。当該株
主総会終結時点の取締役の員数は、10名（うち、社外取締役は０名）です。

５. 監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第93回定時株主総会において年額30百万円以内
と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。
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取締役会（ 1 4 回開催） 監査役会（ 1 5 回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 加 藤 俊 彦 14回 100％ ― ―

取 締 役 齊 藤 　 実 10回 100％ ― ―

監 査 役 真 下 芳 隆 14回 100％ 15回 100％

監 査 役 太 子 堂 　 厚 　 子 13回 92.9％ 15回 100％

ハ．当事業年度において支払った役員退職慰労金
　2021年６月25日開催の第108回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって退
任した取締役に支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。
取締役　１名　１百万円
（上記金額には、上記ロ．および過年度の事業報告において取締役および監査役の報酬等
の総額に含めた役員退職慰労引当金繰入額である、取締役１名１百万円が含まれておりま
す。）

⑥　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
　・取締役加藤俊彦氏は、一橋大学大学院経営管理研究科の教授であります。当社と兼職先と

の間には、特別の関係はありません。
・取締役齊藤実氏は、神奈川大学経済学部の教授であります。当社と神奈川大学との間に
は、特別の関係はありません。
・監査役真下芳隆氏は、㈱すみれの代表取締役社長および丸伊運輸㈱の社外監査役でありま
す。なお、当社と兼職先との間には、特別の関係はありません。
・監査役太子堂厚子氏は、森・濱田松本法律事務所のパートナー、JCOM㈱およびピジョン
㈱の社外監査役であります。なお、当社と兼職先との間には、特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会および監査役会への出席状況

・上記のほかに取締役中田信哉氏は2021年6月25日開催の第108回定時株主総会終結の時
をもって任期満了により退任しましたが、当事業年度の在任期間においては取締役会に４
回出席（出席率100％）しております。
・取締役齊藤実氏は2021年6月25日開催の第108回定時株主総会において選任され、それ
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以降の取締役会出席回数および出席率を記載しています。
・上記の取締役会のほか書面による取締役会決議が３回行われております。
・取締役会および監査役会における発言状況
取締役加藤俊彦氏は、経営学を研究分野とする大学教授としての見地から、積極的に意見
を述べており、取締役会の決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たして
おります。また、人事諮問委員会の委員として、客観的中立的立場で当社および主要子会
社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を果たしております。
取締役齊藤実氏は、神奈川大学経済学部教授として物流の分野に造詣が深くその見地から
積極的に意見を述べており、取締役会の決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役
割を果たしております。また、人事諮問委員会の委員として、客観的中立的立場で当社お
よび主要子会社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を果たして
おります。
取締役中田信哉氏は、神奈川大学の名誉教授でありますが、当事業年度の在任期間中にお
いて、専門とする流通・物流の分野に造詣が深くその見地から積極的に意見を述べてお
り、取締役会の決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしています。ま
た、人事諮問委員会の委員として、客観的中立的立場で当社および主要子会社の役員候補
者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を果たしております。
監査役真下芳隆氏は、取締役会において、主に法令や定款の遵守に係る見地から、取締役
会の決定の適正性を確保するための発言を行っております。また、監査役会において、適
宜必要な発言を行っております。
監査役太子堂厚子氏は、弁護士としての専門的見地から、取締役会の決定の適正性を確保
するための発言を行っております。また、監査役会において、適宜必要な発言を行ってお
ります。
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⑷　会計監査人に関する事項
①　会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額
イ．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

40百万円
ロ．当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

40百万円
（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記イ．の報
酬額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の報酬等について、取締役、社内関係者からの資料の入手や報告の
聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬
見積の算出根拠などを検討した結果、妥当性があると判断し同意しました。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨お
よびその理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

⑥　補償契約の内容の概要等
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制

⑸　業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
１.業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針
① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
イ. 当社は、当社および当社グループ会社(以下「当社グループ」)の取締役および使用人が企
業倫理や社会的責任を果たし、法令および定款に適合した職務を果たすために、コンプラ
イアンス行動基準とそれを具体化したコンプライアンスマニュアルを策定し、当社グルー
プの取締役および使用人に対し周知徹底を図る。

ロ. 当社は、コンプライアンスを確実に実行させるために、社長を委員長とするコンプライア
ンス委員会を設置し、当社グループにおけるコンプライアンス体制の構築および運用を行
う。

ハ. 当社は、社内通報制度や相談窓口を設け、当社グループにおける不正事件や不祥事を未然
に防止するとともに、当社グループの取締役および使用人に対し、コンプライアンスに関
する研修、マニュアルの作成・配布等を行うことにより、コンプライアンスの知識を高
め、コンプライアンスを尊重する意識の醸成を図る。

ニ. 当社は、当社グループが社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては
毅然とした態度で臨むものとし、反社会的勢力・団体との取引関係排除、その他一切の関
係を持たない体制を整備する。また、当社グループにおいて、不当要求が発生した場合の
対応統括部署は当社総務部とし、不当要求防止責任者は総務部長とする。平素から警察、
弁護士等の外部専門機関と関係を構築し、不当要求には外部専門機関と連携して組織的に
対応する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
イ. 当社の取締役の職務執行に係る情報については、文書取扱規程等に基づき、適切に保存お
よび管理を行う。

ロ. 当社の取締役の職務執行に係る情報の作成・保存・管理状況について、常勤監査役の監査
を受ける。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 当社は、当社グループのリスク管理体制を推進するために、リスク回避に関する規定をま
とめた「危機管理マニュアル」を定め、リスク管理体制の構築および運用を行う。

ロ. 当社グループはそれぞれの事業に関するリスクの管理を行い、営業部門並びに管理部門の
長は、定期的にリスク管理の状況を当社の取締役会に報告する。

－ 27 －



2022/05/31 9:26:25 / 21825232_カンダホールディングス株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制

ハ. 常勤監査役および監査室は、定期的にリスク管理の状況を監査する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 当社取締役会の決定に基づき、当社グループの取締役の業務執行が効率的に行われるよう
に、組織規程、業務分掌規程および職務権限規程において、それぞれの責任者およびその
責任、執行手続について定める。

ロ. 当社の取締役会は経営理念の下に、当社グループの経営目標・予算を策定し、代表取締役
社長以下取締役はその達成に向けて職務を遂行し、取締役会が実績管理を行う。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制および当社グループ会社の取締役等
の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
イ. 当社グループは、共通の経営理念、コンプライアンス行動基準、コンプライアンスマニュ
アル、グループ会社管理規程、職務権限規程の下、当社グループ全体のコンプライアンス
体制の構築に努める。

ロ. 当社のグループ会社統括室は、定められたグループ会社管理規程に基づき、当社グループ
会社に対する適切な経営管理を行う。

ハ. 当社グループ会社に対しては、監査室と常勤監査役が連携をとり、定期的に監査を実施
し、その結果を社長および関係する営業部門並びに管理部門の責任者に報告する。重要な
事項については取締役会に報告する。

ニ. 当社グループ会社の社長は、毎月1回開催する「月次会議」において、当社の社長ほか関係
取締役および常勤監査役に対し、前月の決算状況のほか職務執行に係る事項を報告する。
また当社グループ会社において重要な事象が発生した場合には、グループ会社統括室長に
報告するとともに、事象の重大性に応じて経営会議あるいは取締役会に報告する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項
　当社は、監査役の職務を補助する使用人の設置を監査役が求めた場合は、監査役の職務を補助
する使用人（以下「補助使用人」）を配置する。

⑦ 補助使用人の取締役からの独立性に関する事項
　補助使用人の任命、解任、人事異動については、監査役会の事前の同意を得た上で決定するこ
ととし取締役からの独立性を確保する。
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業務の適正を確保するための体制

⑧ 監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　補助使用人は、当社の就業規則に従うが、当該監査役の職務に関する指揮命令権は監査役に属
するものとし、異動･評価･懲戒等の人事事項については監査役会の同意を得た上で実施する。

⑨ 取締役および使用人並びに当社グループ会社の取締役、監査役および使用人から報告を受け
た者が、監査役に報告するための体制
イ. 当社の取締役および使用人並びに当社グループ会社の取締役、監査役および使用人は、当
社グループに重大な損失を与える事項が発生し、または発生するおそれがあるとき、当社
グループの取締役および使用人等による違法または不正な行為を発見したとき、その他当
社の監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、当社監査役に報告する。ま
た、当社グループ会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた
者についても、上記の事態が生じたときには当社の監査役に同様に報告する。

ロ. 営業部門並びに管理部門を統括する取締役は、定期的または不定期に、担当する部門のリ
スク管理体制について、当社監査役に報告する。

ハ. 当社グループの内部通報制度の担当部署は、当社グループの役職員からの内部通報の状況
について、定期的に当社の監査役に対して報告する。

⑩ 監査役への報告および報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
　当社の監査役に報告・相談を行った当社の取締役および使用人並びに当グループ会社の取締
役、監査役および使用人に対し、報告・相談を行ったことを理由とする不利な取扱いの禁止を
「内部通報制度運用規程」に明記し、当社グループの取締役および使用人に周知徹底する。

⑪ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、当社監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の
前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当
該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処
理する。また、監査役の職務の執行に協力し監査の実効を担保するため、毎年、監査費用の予算
措置を行い、監査役の職務の執行に係る費用等の支払いを行う。

⑫ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 当社グループの取締役および使用人は、当社の監査役監査に対する理解を深め、監査役監
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査の環境を整備するよう努める。
ロ. 当社の監査役は代表取締役社長との定期的な意見交換会を開催し、また監査室との連携を
図り、適切な意思疎通および効果的な監査業務の遂行を図る。

⑬ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社グループは、金融商品取引法の定めに従って、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切に
行われる体制の整備、運用、評価を継続的に行い、財務報告の信頼性と適正性の確保に努める。

２.業務の適正を確保するための体制の運用状況
①　取締役および使用人の職務執行について
　コンプライアンス行動基準とそれを具体化したコンプライアンスマニュアルを策定しており、
当社および当社グループ会社の取締役および使用人の職務執行については、社内研修および職場
巡回指導の機会に、コンプライアンスマニュアルを通して公正かつ誠実な行動をとるよう周知徹
底を図ってまいりました。また、コンプライアンス委員会を設置しており、内部通報制度ととも
に、不祥事につながる情報の収集と、速やかな是正措置を講じる体制を整備しております。な
お、内部通報制度の活性化を目的に、内部通報の窓口情報を記載した「コンプライアンスカー
ド」を、全ての取締役および従業員に配布することとしております。反社会的勢力・団体との取
引関係排除その他一切の関係を持たない体制として、当社は、不当要求防止責任者を選任し、当
社および当社グループ各社に啓蒙を行う一方、弁護士や外部専門機関との関係を築き、研修会へ
の出席やインターネットを介して関連情報の収集等に努めました。

② 監査室による内部監査の実施状況
　内部監査規定に基づき、当社および当社グループ各社の事業所、部署に対し、労務管理、運行
管理、職場環境その他、コンプライアンスの遵守状況について、年１回の監査室による内部監査
を実施しました。監査結果は監査役と共有し、当社社長をはじめ取締役に報告しました。

③ 監査役の職務の執行について
　監査役は、取締役会に出席して必要に応じて意見を述べるとともに、監査役会を開催し、監査
方針・監査計画の決定、職務の執行状況の報告を行っております。常勤監査役は、取締役会に準
じる経営会議の他、営業案件等について検討する役員検討会、営業部門毎に毎月開催される月次
会議に出席し、監査役会を通じて社外監査役と情報共有を行っております。なお、内部監査を担
当する監査室との連携をとり、必要に応じて実地調査を行っております。また、社外監査役は、
社外取締役との情報連絡会を開催し、社外役員のみによる情報共有を行っております。
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会社の支配に関する基本方針

⑹　会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

（注）本事業報告の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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連結貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 託 現 金
受取手形、営業未収金及び
契 約 資 産
棚 卸 資 産
前 払 費 用
リ ー ス 投 資 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 未 収 金
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

15,458
5,500
2,767
5,665
149
342
667
374
△9

25,789
20,988
8,477
1,327
1,009
9,879

1
291
808
383
264
29
131

3,991
1,188
688
12
4
1

744
1,946
97

△693　

流 動 負 債 13,374
支払手形及び営業未払金 3,817
短 期 借 入 金 3,549
リ ー ス 債 務 283
未 払 金 561
未 払 費 用 591
未 払 法 人 税 等 525
未 払 消 費 税 等 616
前 受 金 207
預 り 金 2,873
賞 与 引 当 金 340
そ の 他 7

固 定 負 債 7,309
長 期 借 入 金 3,469
リ ー ス 債 務 804
繰 延 税 金 負 債 917
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 300
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,090
資 産 除 去 債 務 43
預 り 保 証 金 663
そ の 他 19

負 債 合 計 20,684
純 資 産 の 部

株 主 資 本 20,128
資 本 金 1,772
資 本 剰 余 金 1,634
利 益 剰 余 金 17,052
自 己 株 式 △330

その他の包括利益累計額 418
その他有価証券評価差額金 452
為 替 換 算 調 整 勘 定 △16
退職給付に係る調整累計額 △17

非 支 配 株 主 持 分 16
純 資 産 合 計 20,563

資 産 合 計 41,247 負 債 ・ 純 資 産 合 計 41,247

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（2021年 4 月 1 日から）2022年 3 月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額
営 業 収 益 47,645
営 業 原 価 42,406

営 業 総 利 益 5,239
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,210

営 業 利 益 3,028
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 54
受 取 保 険 金 10
保 育 園 運 営 収 益 16
為 替 差 益 20
保 険 返 戻 金 29
そ の 他 62 194

営 業 外 費 用
支 払 利 息 58
保 育 園 運 営 費 用 45
損 害 賠 償 費 用 4
そ の 他 17 125
経 常 利 益 3,097

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 23
投 資 有 価 証 券 売 却 益 28 52

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 及 び 売 却 損 6
減 損 損 失 243 250

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,899
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,020
法 人 税 等 調 整 額 △69 950
当 期 純 利 益 1,949
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,948

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

（2021年 4 月 1 日から）2022年 3 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 1,772 1,634 15,441 △330 18,517
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △14 △14

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 1,772 1,634 15,426 △330 18,503

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △322 △322
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,948 1,948

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,625 △0 1,625
当 期 末 残 高 1,772 1,634 17,052 △330 20,128

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 624 △1 △15 606 14 19,138
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △14

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 624 △1 △15 606 14 19,124

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △0 △322
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,948

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △171 △14 △1 △187 1 △186

当 期 変 動 額 合 計 △171 △14 △1 △187 1 1,438
当 期 末 残 高 452 △16 △17 418 16 20,563

連結株主資本等変動計算書
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貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
営 業 未 収 金
貯 蔵 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
水 道 施 設 利 用 権
リ ー ス 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
差 入 保 証 金
そ の 他　

714
305
32
1
64
298
12

23,245
16,825
7,394
226
151
16

8,460
572
1

134
91
16
1
24

6,285
1,124
3,606
1,524
30　

流 動 負 債 4,177
営 業 未 払 金 145
短 期 借 入 金 3,662
リ ー ス 債 務 118
未 払 金 83
未 払 費 用 6
未 払 法 人 税 等 25
未 払 消 費 税 等 40
前 受 金 89
預 り 金 4
そ の 他 1

固 定 負 債 5,253
長 期 借 入 金 3,466
リ ー ス 債 務 492
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 93
繰 延 税 金 負 債 692
資 産 除 去 債 務 17
預 り 保 証 金 472
そ の 他 18

負 債 合 計 9,431
純 資 産 の 部

株 主 資 本 14,081
資 本 金 1,772
資 本 剰 余 金 1,627
資 本 準 備 金 1,627
そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 11,011
利 益 準 備 金 157
そ の 他 利 益 剰 余 金 10,853
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,824
別 途 積 立 金 4,465
繰 越 利 益 剰 余 金 4,564

自 己 株 式 △330
評 価 ・ 換 算 差 額 等 446
その他有価証券評価差額金 446
純 資 産 合 計 14,527

資 産 合 計 23,959 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,959

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（2021年 4 月 1 日から）2022年 3 月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額
営 業 収 益

不 動 産 賃 貸 収 入 2,494
経 営 管 理 料 収 入 426
関 係 会 社 受 取 配 当 金 605
そ の 他 の 事 業 収 入 99 3,625

営 業 原 価
不 動 産 賃 貸 原 価 1,485
そ の 他 の 事 業 費 用 41 1,527
営 業 総 利 益 2,098

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,021
営 業 利 益 1,077

営 業 外 収 益
受 取 利 息 3
受 取 配 当 金 32
保 育 園 運 営 収 益 16
そ の 他 13 66

営 業 外 費 用
支 払 利 息 54
保 育 園 運 営 費 用 45
そ の 他 3 102
経 常 利 益 1,040

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 28 28

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 及 び 売 却 損 0 0
税 引 前 当 期 純 利 益 1,068
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 143
法 人 税 等 調 整 額 0 144
当 期 純 利 益 924

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

（2021年 4 月 1 日から）2022年 3 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益 剰 余 金
合 計

固 定 資
産 圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,772 1,627 0 1,627 157 1,894 4,465 3,892 10,409 △330 13,479
当 期 変 動 額

固定資産圧縮
積立金の取崩 △70 70 － －
剰余金の配当 △150 △150 △150
剰余金の配当
(中間配当金) △172 △172 △172
当 期 純 利 益 924 924 924
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

当期変動額合計 － － － － － △70 － 671 601 △0 601
当 期 末 残 高 1,772 1,627 0 1,627 157 1,824 4,465 4,564 11,011 △330 14,081

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
当 期 首 残 高 618 618 14,098
当 期 変 動 額

固定資産圧縮
積立金の取崩 －
剰余金の配当 △150
剰余金の配当
(中間配当金) △172
当 期 純 利 益 924
自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

△172 △172 △172

当期変動額合計 △172 △172 429
当 期 末 残 高 446 446 14,527

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 若　尾　慎　一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大立目　克　哉

独立監査人の監査報告書
2022年５月25日

カンダホールディングス株式会社
取締役会　御中

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人
東京事務所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、カンダホールディングス株式会社の2021年４月
１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、カンダホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 38 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

－ 40 －
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 若　尾　慎　一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大立目　克　哉

独立監査人の監査報告書
2022年５月25日

カンダホールディングス株式会社
取締役会　御中

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人
東京事務所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、カンダホールディングス株式会社の2021
年４月１日から2022年３月31日までの第109期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、2021年4月1日から2022年3月31日までの第109期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴ 監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、監査計画
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて事業の報告を受け
ました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を監査業務の品質管理に関する諸法
令・基準等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討
いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

常勤監査役 土 屋 ミ チ 子 ㊞
社外監査役 真 下 芳 隆 ㊞
社外監査役 太子堂　厚　子 ㊞

２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。なお、当社元専務取締役による当社連結子会社２
社における不祥事案について第107期事業年度に、当社連結子会社元使用人兼務役員
による金銭の横領について第108期事業年度に、当社がそれぞれ策定した再発防止策
は、取り組みが適切に進捗していることを確認しております。監査役会としまして
は、当該再発防止策の実施状況を引続き監視し検証してまいります。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月26日
カンダホールディングス株式会社　監査役会

　

以　上
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メ　　モ
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
会　場　東京都千代田区大手町一丁目４番１号

ＫＫＲホテル東京　11階　孔雀の間
電話　03-3287-2921

神田警察署

神
保
町
駅

大手町駅

東
　
京
　
駅

大
手
町
駅

大
　
手
　
町
　
駅

東京海上
日動火災

パレスホテル

毎日新聞社

学士会館

東京消防庁

気象庁
日本政策
　投資銀行

国際協力銀行
丸紅本社

首都高速環状線

竹　橋　駅

皇居東御苑

KKRホテル東京

（会場までの交通機関）
都営地下鉄三田線、新宿線：「神保町駅」下車Ａ９出口徒歩５分
東京メトロ東西線：「竹橋駅」下車大手町寄り３ｂ出口から専用通路すぐ
東京メトロ千代田線：「大手町駅」下車Ｃ２ｂ出口徒歩５分
ＪＲ「東京駅」（丸の内口）から車で５分


